
新旧対照表

沖縄県生活環境保全条例（平成20年沖縄県条例第43号）新旧対照表

改 正 案 現 行

第１条～第36条 （略） 第１条～第36条 （略）

（特定有害物質等の管理状況に関する点検） （特定有害物質等の管理状況に関する点検）

第37条 特定有害物質等を取り扱う施設（特定有害物質等をその施設において製造 第37条 特定有害物質等を取り扱う施設（特定有害物質等をその施設において製造

し、使用し、処理し、又は貯蔵する施設であって、規則で定めるものをいう。以下 し、使用し、処理し、又は保管する施設であって、規則で定めるものをいう。以下

この条及び次条において「特定有害物質等取扱施設」という。）を設置している者 この条及び次条において「特定有害物質等取扱施設」という。）を設置している者

は、規則で定めるところにより、当該特定有害物質等取扱施設における特定有害物 は、規則で定めるところにより、当該特定有害物質等取扱施設における特定有害物

質等の飛散又は流出の有無その他規則で定める事項に関する点検 質等の飛散又は流出の有無その他規則で定める事項に関する点検（次条において

を行わなければならない。 「特定有害物質等の管理状況に関する点検」という。）を行わなければならない。

ただし、水質汚濁防止法第14条第５項の規定による点検を実施し、その結果に係る

記録の保存を行う特定有害物質等取扱施設については、この限りでない。

（土壌基準に適合しない土壌の特定有害物質による汚染の届出等） （土壌基準に適合しない土壌の特定有害物質による汚染の届出等）

第38条 特定有害物質等取扱施設を設置している者は、前条又は水質汚濁防止法第14 第38条 特定有害物質等取扱施設を設置している者は、特定有害物質等の管理状況に

条第５項の規定による点検の結果、当該特定有害物質等取扱施設において、特定有 関する 点検の結果、当該特定有害物質等取扱施設において、特定有

害物質等が土壌に多量に飛散し、又は流出したことにより人の健康に係る被害が生 害物質 が土壌に多量に飛散し、又は流出したことにより人の健康に係る被害が生

じ、又は生ずるおそれがあると認めるときは、当該特定有害物質等取扱施設を設置 じ、又は生ずるおそれがあると認めるときは、当該特定有害物質等取扱施設を設置

している工場又は事業場（以下この条及び次条において「特定有害物質等取扱事業 している工場又は事業場（以下この条及び次条において「特定有害物質等取扱事業

場」という。）の敷地である土地について、土壌の汚染の有無及び当該汚染の原因 場」という。）の敷地である土地について、土壌の汚染の有無及び当該汚染の原因

等に係る調査を行わなければならない。 等に係る調査を行わなければならない。

２ （略） ２ 特定有害物質等取扱施設を設置している者は、前項の規定による調査の結果、特

定有害物質等取扱事業場の敷地である土地について、土壌の特定有害物質による汚

染が、規則で定める基準（土壌の汚染状態についての特定有害物質ごとに定める許

容限度をいう。第４項及び附則第２項において「土壌基準」という。）に適合しな

いときは、直ちに、当該汚染の拡散の防止のための応急の措置を講ずるとともに、

（新旧対照表 1 ページ）



速やかに、規則で定めるところにより、当該汚染の状況及び講じた措置の概要を知

事に届け出なければならない。

３ （略） ３ 知事は、前項の規定による届出があったときは、速やかに、当該特定有害物質等

取扱事業場の敷地である土地が所在する市町村及び当該届出に係る汚染の影響が及

ぶおそれがある土地又は地下水があると認められる市町村の長に通知するものとす

る。

４ （略） ４ 第７条第３項の規定は、土壌基準の設定並びにその変更及び廃止について準用す

る。

第39条～第62条 （略） 第39条～第62条 （略）
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